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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第136期

第１四半期連結
累計期間

第137期
第１四半期連結

累計期間
第136期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

営業収益 （千円） 5,583,506 6,066,218 23,122,422

経常利益 （千円） 239,227 264,635 874,146

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 171,171 166,023 588,417

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 211,759 395,896 1,016,345

純資産額 （千円） 16,282,822 17,233,083 16,951,699

総資産額 （千円） 38,606,934 38,902,873 38,424,876

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 4.49 4.36 15.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.2 44.3 44.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスク発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間における日本経済は緩やかな回復が続いております。設備投資は企業収益の改善や円

安の影響等もあり着実に回復しており、雇用情勢においても景気回復への期待感、及び、少子・高齢化に伴う人材

不足に対する懸念等を背景として徐々に回復しつつあります。

　物流業界におきましては、円安による輸出貨物取扱高の増加、及び、個人消費の持ち直し等による国内貨物等の

荷動き等に回復の兆しがみられたものの、新興国の景気の減速傾向及び欧州の金融不安による円高・株安への懸念

等もあり、事業環境の先行きは依然として不透明な情勢が続くものと思われます。

　このような事業環境の下、当社グループは、“「もの」づくりと人の「くらし」を支える”という経営ビジョン

のもと、より一層の営業力の強化と業務品質の向上を図るとともに、経営の効率化を推進し経費の節減に努めてま

いりました。

　セグメント別及び連結の業績は次のとおりであります。

＜国内物流事業＞

　前連結会計年度に増設した小牧地区における物流施設が期首から業績に寄与いたしました。また、営業の強化を

さらに積極的に進めた結果、新規貨物の取扱い等により業容は好調に推移しました。営業収益は前連結会計年度末

から開始した新規物流センター業務等も大きく寄与し、前年同四半期と比べ565百万円（18.7％）増加し、3,587百

万円となり、セグメント利益は前年同四半期と比べ64百万円（29.8％）増加し、279百万円となりました。

＜国際物流事業＞

　名古屋港における中古車の輸出は引き続き堅調に推移したものの、輸入貨物の荷動き及び陸上運送が低調に推移

したこと等により、営業収益は前年同四半期と比べ53百万円（2.2％）減少し、2,398百万円となり、セグメント利

益は前年同四半期と比べ46百万円（52.9％）減少し、41百万円となりました。

＜不動産事業＞

　営業収益は再開発事業による一時的な影響により、前年同四半期より39百万円（32.9％）減少し、80百万円と

なったものの、減価償却費等の減少等により、セグメント利益は前年同四半期と比べ微減（△2.6％）の24百万円

となりました。

＜連結＞

　上記の結果、営業収益は前年同四半期と比べ482百万円（8.6％）増加し、6,066百万円となりました。営業利益

は運送費、及び、人件費等の増加により、前年同四半期と比べ21百万円（10.8％）減少し、177百万円となりまし

た。経常利益は持分法による投資利益の増加、及び、金融収支の改善等により、前年同四半期と比べ25百万円

（10.6％）増加し、264百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は法人税等の増加により、前年

同四半期と比べ５百万円（3.0％）減少し、166百万円となりました。

 
(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、現金及び預金が87百万円増加したこと、受取手形及び営業

未収入金が114百万円増加したこと、及び、投資有価証券が212百万円増加したこと等に加えて、投資損失引当金が

55百万円減少したことにより、前連結会計年度末と比べ477百万円（1.2％）増加し、38,902百万円となりました。

　負債につきましては、未払法人税等が168百万円減少したものの、支払手形及び営業未払金が120百万円増加した

こと、短期借入金が117百万円増加したこと、及び、長期借入金が159百万円増加したこと等により、前連結会計年

度末と比べ196百万円（0.9％）増加し、21,669百万円となりました。

　純資産につきましては、利益剰余金が51百万円増加したこと、及び、その他有価証券評価差額金が247百万円増

加したこと等により、前連結会計年度末と比べ281百万円（1.7％）増加し、17,233百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,324,953 39,324,953

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 39,324,953 39,324,953 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備
金増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 39,324 － 3,412,524 － 2,134,557

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,240,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,831,000 37,831 －

単元未満株式 普通株式 253,953 － －

発行済株式総数 39,324,953 － －

総株主の議決権 － 37,831 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２千株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

東陽倉庫株式会社
名古屋市中村区名駅

南二丁目６番17号
1,240,000 － 1,240,000 3.15

計 － 1,240,000 － 1,240,000 3.15

（注）当第１四半期会計期間末の自己株式数は、1,241,127株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,331,081 1,419,056

受取手形及び営業未収入金 6,626,555 6,741,274

リース債権及びリース投資資産 88,174 88,235

仕掛品 272 448

原材料及び貯蔵品 47,971 65,118

その他 672,842 741,257

貸倒引当金 △17,226 △17,566

流動資産合計 8,749,672 9,037,824

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,072,036 10,137,529

土地 8,889,911 8,889,911

その他（純額） 2,014,793 1,922,533

有形固定資産合計 20,976,740 20,949,974

無形固定資産 260,158 241,863

投資その他の資産   

投資有価証券 5,521,251 5,733,399

リース債権及びリース投資資産 1,413,705 1,391,624

その他 1,563,062 1,552,321

貸倒引当金 △4,184 △4,133

投資損失引当金 △55,530 －

投資その他の資産合計 8,438,304 8,673,211

固定資産合計 29,675,203 29,865,049

資産合計 38,424,876 38,902,873

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 3,465,776 3,585,879

短期借入金 3,335,968 3,453,890

未払法人税等 188,667 20,444

引当金 230,634 58,850

その他 1,024,476 1,060,834

流動負債合計 8,245,523 8,179,897

固定負債   

長期借入金 8,321,767 8,480,790

引当金 79,460 73,960

退職給付に係る負債 2,271,050 2,280,845

資産除去債務 116,508 117,068

その他 2,438,867 2,537,228

固定負債合計 13,227,653 13,489,892

負債合計 21,473,176 21,669,790

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,412,524 3,412,524

資本剰余金 2,178,906 2,178,906

利益剰余金 11,009,502 11,061,272

自己株式 △291,095 △291,353

株主資本合計 16,309,838 16,361,350

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 816,258 1,064,017

退職給付に係る調整累計額 △174,397 △192,283

その他の包括利益累計額合計 641,861 871,733

純資産合計 16,951,699 17,233,083

負債純資産合計 38,424,876 38,902,873

 

EDINET提出書類

東陽倉庫株式会社(E04287)

四半期報告書

 7/13



（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

営業収益 5,583,506 6,066,218

営業原価 5,168,989 5,658,278

営業総利益 414,517 407,939

販売費及び一般管理費 215,522 230,481

営業利益 198,995 177,458

営業外収益   

受取利息 1,084 760

受取配当金 47,886 56,507

持分法による投資利益 32,554 54,588

助成金収入 － 3,878

その他 4,913 7,213

営業外収益合計 86,439 122,949

営業外費用   

支払利息 45,118 34,801

その他 1,089 970

営業外費用合計 46,207 35,771

経常利益 239,227 264,635

特別利益   

補助金収入 － 16,778

固定資産売却益 737 1,309

特別利益合計 737 18,087

特別損失   

子会社株式評価損 － 8,149

固定資産除売却損 104 3,567

特別損失合計 104 11,717

税金等調整前四半期純利益 239,860 271,005

法人税、住民税及び事業税 3,356 18,402

法人税等調整額 65,331 86,579

法人税等合計 68,688 104,981

四半期純利益 171,171 166,023

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 171,171 166,023

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 34,744 247,758

退職給付に係る調整額 5,843 △17,886

その他の包括利益合計 40,587 229,872

四半期包括利益 211,759 395,896

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 211,759 395,896
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 22,601千円 15,339千円

 

　２．債務保証

　非連結子会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

TOYO LOGISTICS(THAILAND)CO.,LTD. 703,000千円 687,800千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 313,052千円 305,077千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 114,278 3.0 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 114,254 3.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 国内物流事業 国際物流事業 不動産事業 合計

営業収益     

外部顧客への営業収益 3,022,006 2,452,043 109,456 5,583,506

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
－ － 10,104 10,104

計 3,022,006 2,452,043 119,560 5,593,610

セグメント利益 215,548 87,568 25,156 328,273

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 328,273

全社費用及び全社営業外損益（注） △89,046

四半期連結損益及び包括利益計算書の

経常利益
239,227

（注）全社費用及び全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び管理部門の営業外

損益であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 国内物流事業 国際物流事業 不動産事業 合計

営業収益     

外部顧客への営業収益 3,587,792 2,398,402 80,023 6,066,218

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
－ － 186 186

計 3,587,792 2,398,402 80,209 6,066,404

セグメント利益 279,852 41,240 24,493 345,586

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 345,586

全社費用及び全社営業外損益（注） △80,950

四半期連結損益及び包括利益計算書の

経常利益
264,635

（注）全社費用及び全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び管理部門の営業外

損益であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 4円49銭 4円36銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
171,171 166,023

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
171,171 166,023

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,092 38,084

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（重要な子会社の設立）

　当社は、平成27年８月７日開催の取締役会おいて、タイ王国に子会社を設立することを決議いたしました。

　なお、平成27年８月７日提出の臨時報告書に記載のとおり、当該子会社の資本金の額は当社の資本金の額の

100分の10以上に相当する予定であるため、当社の特定子会社に該当する予定であります。

 

１．設立の目的

タイ王国において物流センター業務を担うため、子会社を設立するものであります。

 

２．子会社の概要

(1) 会社名　　TOYO WAREHOUSE (THAILAND) CO.,LTD.（仮称）

(2) 所在地　　509/5 Moo 3,Nongham Sub-district,Sriracha District,Chonburi Province 20230,Thailand

(3) 設立日　　平成27年10月（予定）

(4) 資本金　　220百万タイバーツ（予定）

(5) 出資比率　99.9％

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月12日

東陽倉庫株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大北　尚史　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　繁紀　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東陽倉庫株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東陽倉庫株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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